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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第60期

第１四半期
連結累計期間

第61期
第１四半期
連結累計期間

第60期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 123 105 405

経常損失 (百万円) △12 △8 △53

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純損失

(百万円) △12 △8 △54

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △12 △12 △52

純資産額 (百万円) 80 30 40

総資産額 (百万円) 250 231 191

１株当たり四半期(当期)
純損失金額

(円) △3.73 △2.58 △16.05

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 32.2 13.1 20.9
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある以下の事項が発生しております。

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

(1)　事業の継続性に重要な疑義を生じさせるような状況について　

当社グループは、前連結会計年度まで４期連続して営業損失、経常損失及び親会社株主に帰属する当期純損失

を計上し、当第１四半期連結累計期間においても当該状況が続いていることから、継続企業の前提に重要な疑義

を生じさせるような状況が存在しております。

 
２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間における当社グループの連結業績は、売上高105百万円（前年同四半期比14.7％

減）、営業損失10百万円（前年同四半期は営業損失11百万円）、経常損失８百万円（前年同四半期は経常損失12

百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失８百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失12

百万円）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

① 飲料事業

麦茶は、４月が平年より低く低調な出足となり５月は気温も上がり好調な出荷となったものの前年同四半期

比では若干の減収となりました。商品別では、徳用商品、ＯＥＭ商品は前年を上回りましたが、他商品は前年

を下回りました。

健康茶は、主力のごぼう茶が微減となり、他商品では前年同四半期を上回ったものの、健康茶合計では減収

となりました。

以上の結果、飲料事業合計では売上高56百万円（前年同四半期比4.8％減）となりました。

損益面では、売上の減少に伴う工場稼働率低下の影響が大きく、営業利益４百万円（前年同四半期比29.7％

減）となりました。

② 珍味事業

ビーフジャーキーは、自社ブランド商品では、新商品「おやつビーフ　うまからカレー味」「おやつビー

フ　塩レモン」の投入、地方への販路拡大等営業施策を行ったものの、ＯＥＭ商品で駄菓子向けが大幅な減収

となり、売上高48百万円（前年同四半期比23.9％減）となりました。

損益面では、原材料価格や外国為替相場等コストアップ要因が減少し、収益率に改善がみられたものの売上

減収の影響が大きく、営業利益１百万円（前年同四半期は営業損失0百万円）となりました。

③　その他

だしのもとは増収となったものの、業務用ナルトの売上が減収となり、売上高０百万円（前年同四半期比

17.6％減）となりました。

損益面では、営業利益０百万円（前年同四半期比64.7％減）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における財政状態は、主に短期借入金の増加により、総資産は231百万円（前連結

会計年度末は191百万円）、負債は201百万円（前連結会計年度末は151百万円）となりました。また、主に親会社

株主に帰属する四半期純損失を計上したことから、純資産は30百万円（前連結会計年度末は40百万円）となり、

自己資本比率は13.1％（前連結会計年度末は20.9％）となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、2百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
(5) 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況の分析と対応策

当社グループは、前連結会計年度まで４期連続して営業損失、経常損失及び親会社株主に帰属する当期純損失

を計上したことから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

当社グループとしては、当該状況を早期に改善・解消すべく対処を行っております。

ビーフジャーキーについては、新商品の投入及び営業活動エリアを拡大して新規取扱先を開拓し拡販を図り工

場稼働率を向上させることや、中国生産子会社において、原料牛肉調達方法を継続的に見直すことによりコスト

ダウンを図る一方で、中国国内販売を開始することにより、事業採算の改善に努めております。

麦茶の採算が天候要因によって左右されるのは避けられないとしても、既に主力商品の一翼に育ったごぼう茶

の様に、当社グループの生産設備とノウハウを活かした新商品を開発・投入することで飲料事業全体の採算の平

準化を図ってまいります。

また、これらの基本的施策に加え、効果の見込める事業者との事業提携についての交渉を進め、財務政策上必

要であれば事業者との資本提携や、関係者による支援などを実施することを引き続き検討してまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,390,000 3,390,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数100株

計 3,390,000 3,390,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年４月１日～
平成29年６月30日

― 3,390 ― 300,000 ― ―
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成29年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

   平成29年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　　 1,700 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,387,800 33,878 ―

単元未満株式
普 通 株 式 　　　
500　

― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 3,390,000 ― ―

総株主の議決権 ― 33,878 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成29年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

石垣食品株式会社
東京都千代田区飯田橋
１丁目４番１号

1,700 ― 1,700 0.05

計 ― 1,700 ― 1,700 0.05
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、仁智監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第60期連結会計年度 東陽監査法人

第61期第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間 仁智監査法人
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 11,120 30,351

  受取手形及び売掛金 57,644 78,403

  商品及び製品 43,554 44,331

  原材料及び貯蔵品 19,909 22,374

  その他 900 4,764

  貸倒引当金 △0 △0

  流動資産合計 133,128 180,224

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 11,010 10,557

   機械装置及び運搬具（純額） 4,044 3,416

   土地 13,807 13,807

   リース資産（純額） 51 45

   建設仮勘定 3,639 3,511

   その他（純額） 1,084 1,081

   有形固定資産合計 33,638 32,420

  無形固定資産   

   借地権 11,340 10,867

   リース資産 0 0

   その他 582 557

   無形固定資産合計 11,922 11,424

  投資その他の資産   

   投資有価証券 5,447 -

   その他 7,846 7,754

   投資その他の資産合計 13,293 7,754

  固定資産合計 58,854 51,599

 資産合計 191,982 231,823
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 25,629 36,720

  短期借入金 25,000 57,000

  1年内返済予定の長期借入金 11,424 11,424

  リース債務 2,785 2,568

  未払法人税等 1,528 634

  賞与引当金 1,757 346

  未払金 14,727 17,438

  その他 5,024 15,394

  流動負債合計 87,876 141,527

 固定負債   

  長期借入金 62,864 60,008

  リース債務 472 -

  繰延税金負債 713 -

  固定負債合計 64,049 60,008

 負債合計 151,926 201,535

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 300,000 300,000

  資本剰余金 53,293 53,293

  利益剰余金 △328,012 △332,452

  自己株式 △782 △782

  株主資本合計 24,498 20,058

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,588 -

  為替換算調整勘定 13,969 10,229

  その他の包括利益累計額合計 15,558 10,229

 純資産合計 40,056 30,287

負債純資産合計 191,982 231,823
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 123,271 105,130

売上原価 80,788 64,742

売上総利益 42,482 40,388

販売費及び一般管理費 54,217 51,141

営業損失（△） △11,734 △10,752

営業外収益   

 受取利息 2 1

 受取配当金 44 39

 有価証券売却益 - 2,390

 雑収入 0 0

 営業外収益合計 46 2,431

営業外費用   

 支払利息 292 280

 為替差損 535 0

 雑損失 - 5

 営業外費用合計 827 285

経常損失（△） △12,515 △8,607

税金等調整前四半期純損失（△） △12,515 △8,607

法人税、住民税及び事業税 145 145

法人税等合計 145 145

四半期純損失（△） △12,660 △8,752

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △12,660 △8,752
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純損失（△） △12,660 △8,752

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △152 -

 為替換算調整勘定 520 △3,739

 その他の包括利益合計 368 △3,739

四半期包括利益 △12,292 △12,491

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △12,292 △12,491

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する注記）

当社グループは、前連結会計年度まで４期連続して営業損失、経常損失及び親会社株主に帰属する当期純損失を計上

したことから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

当社グループとしては、当該状況を早期に改善・解消すべく対処を行っております。

ビーフジャーキーについては、新商品の投入及び営業活動エリアを拡大して新規取扱先を開拓し拡販を図り工場稼働

率を向上させることや、中国生産子会社において、原料牛肉調達方法を継続的に見直すことによりコストダウンを図る

一方で、中国国内販売を開始することにより、事業採算の改善に努めております。

麦茶の採算が天候要因によって左右されるのは避けられないとしても、既に主力商品の一翼に育ったごぼう茶の様

に、当社グループの生産設備とノウハウを活かした新商品を開発・投入することで飲料事業全体の採算の平準化を図っ

てまいります。

また、これらの基本的施策に加え、効果の見込める事業者との事業提携についての交渉を進め、財務政策上必要であ

れば事業者との資本提携や、関係者による支援などを実施することを引き続き検討してまいります。

しかし、これらの施策は実施途上であり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を連結財

務諸表には反映しておりません。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

減価償却費 1,464千円 968千円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額飲料事業 珍味事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 58,858 63,467 122,326 944 123,271 ― 123,271

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 58,858 63,467 122,326 944 123,271 ― 123,271

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

6,950 △470 6,480 156 6,636 △18,371 △11,734
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ナルト事業等を含んで

おります。

    ２．セグメント利益又はセグメント損失(△)の調整額△18,371千円には、各報告セグメントに配分して

いない全社費用18,371千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。

    ３．セグメント利益又はセグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っており

ます。
　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

石垣食品株式会社(E00471)

四半期報告書

13/17



 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額飲料事業 珍味事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 56,028 48,323 104,352 778 105,130 ― 105,130

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 56,028 48,323 104,352 778 105,130 ― 105,130

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

4,886 1,642 6,528 55 6,583 △17,336 △10,752
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ナルト事業等を含んで

おります。

    ２．セグメント利益又はセグメント損失(△)の調整額△17,336千円には、各報告セグメントに配分して

いない全社費用17,336千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。

    ３．セグメント利益又はセグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っており

ます。
　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △3円73銭 △2円58銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)(千円) △12,660 △8,752

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純損失金額(△)(千円)

△12,660 △8,752

普通株式の期中平均株式数(株) 3,388,221 3,388,221
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
平成29年８月４日

石垣食品株式会社

取締役会 御中

仁智監査法人
 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   山   口   高   志   印

 

　
指定社員

業務執行社員
 公認会計士   内   藤   泰   一   印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている石垣食品株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、石垣食品株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　
強調事項

注記事項（継続企業の前提に関する事項）に記載されているとおり、会社は継続して営業損失、経常損失及び親会社

株主に帰属する当期純損失を計上している状況にあり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在し

ており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な

不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成さ

れており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　
その他の事項

会社の平成29年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間に

かかる四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及

び監査が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して平成28年８月５日付で無限定の結論を表明

しており、また、当該連結財務諸表に対して平成29年６月29日付で無限定適正意見を表明している。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
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(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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